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単位億円 単位億円

財源別内訳 見直し 新病院建設予算 当初 ２回目 見直し

国負担分 地域医療再生臨時特例交付金 28.7 民間病院買取費 22.2 22.2 22.2

市負担分 39.2 用地取得費 6.6 6.6 6.6

合併特例債 33.5 備品購入費 5.3 5.3 5.3

一般財源（負担分） 5.7 移転費 0.5 0.5 0.5

総合医療センター負担分 106.6 医療機器整備費 13.0 13.0 13.0

病院事業債 100.6 電子カルテ整備費 2.0 2.0 2.0

一般財源（貸付分） 6.1 工事費 54.6 87.6 121.2

174.6 新築 50.0 66.3

駐車場 0.0 10.4 106.2

合併特例債は、あとで交付税措置される。（２/３） 外構 0.3 1.0

従って桑名市の負担分は１５.８億円になるという。 改修 1.7 3.4 6.0

病院事業債は桑名市が借りて総合医療センターに貸す 消費税 2.6 6.5 9.0

訳だが、返却可能だろうか。 実施設計費 0.8 2.3 2.3

それにしても、持ち金なしで病院をつくるのだから 施工監理費 0.4 1.0 1.0

たいしたものです。 その他 0.5 0.5 0.5

105.9 141.0 174.6


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
オバマ米国大統領　日本を訪問
２４日の日米首脳会談までに環太平洋連携協定(ＴＰＰ)協議の結論が出ず、共同声明はオバマ大統領が日本を離れるぎりぎりの２５日に発表と言う異例の事態でした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「日米同盟の強化」が強調され、沖縄の新基地建設の推進、日米ガイドライン（日米軍事協力の指針）の見直しが合意されました。安倍首相は集団的自衛権の行使容認に向けた検討状況を説明し、オバマ大統領から「歓迎し、支持する」との立場が示されました。これは、日本国憲法に逆らって、日本を「海外で戦争をする国」にしようというものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ尖閣諸島問題について、オバマ大統領は、「日本の施政下にあり、日米安保条約第５条の適用範囲だ」と言い、「対話を通じて平和的解決をめざすべきだ」「エスカレートし続けるのは正しくない。信頼醸成措置を講じるべきだ」と繰り返し強調したことは、注目すべきです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐＴＰＰ交渉について、首脳会談を前にした日米交渉で、日本側は日本農業に打撃を与える関税率の引き下げなどの大幅な譲歩を続けてきました。にもかかわらず、首脳会談で合意に至らず、アメリカ側は日本により一層の大幅な譲歩を求めました。このまま交渉を続けるならば、農業や食の安全をはじめ、広範な分野での国民生活と地域経済への打撃が拡大するだけです。ＴＰＰ交渉からの即時撤退を求めます。
安倍政権の三つの暴走をストップ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第一は、雇用破壊の暴走ストップ。『ブラック企業』規制法、『サービス残業』根絶法を。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第二は、原発推進の暴走ストップ。『即時原発ゼロ』の政治決断を。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第三は、憲法破壊の暴走ストップ。集団的自衛権は認めず、戦争はしない。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）
新病院建設問題　計画が頓挫している。
地方独立行政法人桑名市総合医療センターが積算した価格（日本設計に業務委託）で病院を建ててくれる業者が見つからないのです。東日本大震災復興、東京オリンピック、名古屋駅前開発特需が原因だと言われています。労働者（人）が集まらない。原材料の高騰（物）があると言われています。建設業者にとって桑名に病院を建てることは魅力のあるもの（儲かる）ではないらしい。

ここは、一度立ち止まって考え直したらどうでしょうか。私は、伊藤市長が就任した最初の議会（２０１３年１月）でも進言しています。
市長はじめ行政と議会が突っ走っている。桑名市内の地域医療の問題解決の一番は新病院の建設にあると理解しているようだ。議会は国に県にお金の面でも陳情活動をしている。しかし、市民の皆さんは冷めています。必要なのは小児の救急やお産のできる病院です。新しい病院像が市民に知らされていません。ここはチャンスととらえて、市民に説明責任を果たし、市民の声をしっかりと聞くことが必要ではないでしょうか。

生活保護厳格化を修正する　「生活保護法施行規則の一部を改正する」省令案は、反対の声が多く、行政を動かす（４月１９日 一部中日新聞）
　厚生労働省は１８日、改正生活保護法の実務の指針となる省令案を修正し、公布しました。厚労省が２月末に公表した省令案は、与野党による改正法の修正や政府側の国会答弁が反映されておらず、研究者や弁護士、ＮＰＯ法人代表などがパブリックコメント（意見公募）に修正を求める意見を寄せるよう呼び掛けていました。集まった意見は１１６６件に上り、厚労省は国民の声に動かされる形で、省令案を国会答弁や与野党修正に沿う内容に修正しました。　
　改正生活保護法の政府原案は申請時に申請書の提出を義務付けていましたが、与野党で保護の決定までに提出すればよいと解釈できる表現に修正しました。しかしながら、厚労省が決めた省令案では政府原案の表現に戻されてしまい、そのまま公布されれば、与野党の修正が無視され、申請時の申請書提出が必要となるところでした。公布された省令は、法案の修正に沿ったものになりました。
　自治体が保護を始める時に扶養義務者に書面で通知したり、援助を断る扶養義務者に説明を求める「扶養義務の強化」に関しても、「極めて例外的な場合に限る」との政府答弁に即した内容に直されました。省令案は原則として扶養義務を強化する内容になっていました。
　省令案の抜本的な修正を求めていた生活保護問題対策全国会議は「国会答弁に沿った内容に大きく修正されている」と評価するコメントを出しています。
私も、省令案は生活保護を利用しにくくする大改悪であり、国民の生存権にかかわる大きな問題で国会審議内容にも反し、国民の生存権を保障した憲法２５条の理念にも反する等の内容でパブリックコメントを提出していました。
桑名市 の 財政

パンフレット「どうなってるの？！桑名市の財政状況」（右に表紙）が、３０万円（１部１００円、３,０００部）も予算をかけて発行されました。内容は取り立てて新しいものはありませんが、かねてから伊藤市長が言っている「納税者の視点で次の世代に責任ある財政となるよう」にするための市民へのアピールです。

３つの「ない」を強調しています。

収支：手元に残るお金、少ししかない「余裕がない」。貯金：いざという時の備え、多くはない「増えない」。借金：将来への負担、少なくはない「減らない」。

市民に我慢を強要する内容になっており、田中特命副市長同様に伊藤市長にも福祉の心が感じられないのは残念です。
今年も全国学力テストが行われました。　　　　　　

ｐ４月２２日、すべての小学６年生と中学３年生を対象に、７回目の全国学力テスト（全国学力・学習状況調査）が実施されました。　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ全国学力テストは、点数競争に拍車がかかり、学校教育をゆがめるなどの弊害が指摘されています。文科省も学力テストの結果で示されるのは「学力の特定の一部分｣｢学校における教育活動の一側面｣だと言っています｡　　　　　　　　　　

ｐ通常のテストは、授業でやったことを子どもたちが理解しているか、誰がどこでつまずいているのかを確認し、指導に役立てられています。全国学力テストでは、不可能です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ今回から、市町村教育委員会が学校別結果を公表することが可能とされました。桑名市教育委員会は以前から公表はしないと言っています。しかし、安倍政権の教育改革の中の一つとして、教育委員会の権限を弱め、国と首長の政治的圧力で、「全国学力テスト」にもとづく競争の体制をつくろうとしています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ全国学力テストの予算は６１億円です。そんなお金があるなら、教育条件の整備に回すべきです。教職員を増やし、少人数学級にする、学習が遅れがちな子どもへの支援を手厚くするなど、一人ひとりの子どもに目が行き届く条件整備にお金をかけることこそ必要ではないでしょうか。　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ愛知県のどこかで１日実施日を間違えていたというのは象徴的な異常な事件でした。横の関係もなく、話題にもしない。たぶん離島の学校でしょう。

　　　　

　
リニア中央新幹線（上の図は朝日新聞より）
ＪＲ東海は２３日、環境影響評価書を国土交通省に提出しました。昨年９月の「準備書」には３月、沿線７都県から「調査が不十分」などと指摘されていました。わずか１カ月での修正に「拙速」とする批判が相次ぎました。こんな中、自民党は２４日、名古屋―大阪間の工事費全額を国が無利子で貸し付け、東京―大阪間の全線を同時開業させる案をまとめましたが、ＪＲ東海は否定的です。
Ｎｏ．２０９　　　　２０１４年　５月　１日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５

































































日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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